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公募型プロポーザル方式による募集の趣旨 

 

本市では、少子高齢化が愛知県平均を上回るペースで進んでおり、特に今後の地域

の担い手となる若い世代の人口減少が進んでいます。本市では平坦な土地が少なく、

まとまった企業用地の確保が難しいことから、市内企業が周辺自治体に流出しており、

働く場が少ないことが、人口の流出にもつながっています。 

一方、東日本大震災以降、事業継続の観点から、内陸部において立地需要が高まっ

ております。柏原地区企業用地は、柏原地区内の標高約６０ｍの内陸部に位置してい

ます。また、国道２３号蒲郡バイパスの蒲郡西インターチェンジに隣接していること

から、蒲郡市都市計画マスタープランにおいて工業系地区（検討地域）として位置付

けられています。本市としましては、この柏原地区企業用地に事業者が進出すること

により、市民の働く場を確保し、市の産業活性化に資することを目指します。 

つきましては、周辺の環境に配慮しつつ、地域経済の振興に寄与いただける事業者

を募集いたします。なお、売り渡しにおいては、公募型プロポーザル方式によって事

業者からの提案を通して多角的な観点から総合的に評価し、選定基準以上の評価を得

た事業者へ本対象地を売り渡すものです。 
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１ 公募型プロポーザル方式による売却の概要 

⑴ 売却方法 

公募型プロポーザルの参加申込者が提示した企画提案書等の内容について選定

委員会による審査を行い、柏原地区において行う事業について最も優秀な提案を

行った事業者に売却します。 

⑵ 売却対象物件 

売却対象物件は、次表のとおりです。 

区 画 名 面  積 最低売却価格 

Ｃ ２，４９４．４９㎡ １０４，５１９，０００円 

※不動産鑑定評価を行い、最低売却価格を定めました。 

⑶ 位置図 

 

 

２ 参加者の資格 

応募資格は、次の要件を全て満たす法人とします。 

⑴ 売却物件の引渡しを受けてから３年以内に、提案した建物を建築のうえ、操業

を開始し、引渡しを受けてから１０年を経過するまで当該事業を継続する者（企

業にあっては、買受事業者が出資した関連企業による操業又は事業承継も可とす

る） 

⑵ 指定期日（※「４ スケジュール」を参照）までに前払い金及び売買代金の支

払が可能な者（選定された買受事業者が指定期日までに前払い金及び売買代金残

金の支払いができない場合は、契約を解除します。） 
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⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者 

⑷ 蒲郡市工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和５９年１２月１日施行）

及び蒲郡市物品の購入、物品の製造の請負及び物品の売却に係る指名競争入札、

見積書徴取事務処理要領（平成４年１月１日施行）による指名停止期間中でない

者 

⑸ 「蒲郡市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成２３年４

月１日付け蒲郡市長・蒲郡警察署長締結）に基づく排除措置を受けていない者 

⑹ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の申立

て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開始の

申立てがなされていない者 

⑺ 国税、県税及び市税の滞納がない者 

⑻ その他公序良俗を遵守し、法令に反する言動や行為を行わない者 

 

３ 選定委員会による評価 

⑴ 選定委員会 

提案書に係る評価については、「柏原地区企業用地売却先選定委員会」（以下「選

定委員会」という）を組織し、提出された提案書並びにプレゼンテーション及び

ヒアリングにより評価します。なお、選定委員は審査の公平を期すために非公表

とします。 

⑵ 評価方法 

選定委員会において、⑴の審査及び評価を踏まえ、買受候補者の特定を行う。

各委員の採点に基づき各提案者に順位を付け、第１順位の最も多い提案者を買受

候補者として特定する。ただし、第１順位の最も多い提案者が２者以上いるとき

は、各委員によるこの２者以上に対する評価点の合計点数が最も高い提案者を買

受候補者として特定する。さらに、各委員による評価点の合計点数が最も高い提

案者が２者以上いるときは、選定委員会において、各委員の採点結果を踏まえた

上で、合議により買受候補者を特定する。なお、選定基準点に満たない等適当な

候補者がいなかった場合、提案書提出者数に関係なく買受候補者なしとする場合

もあります。 

また、正当な理由なくプレゼンテーション及びヒアリングを欠席した場合は、

提案を辞退したものとします。 

⑶ 評価基準  

提案書等の評価項目及び配点は次のとおりとし、１００点満点と特別加点によ

り評価します。選定基準点は５０点とします。 

ア 企画提案に関する評価  ５０点 

(ｱ) 事業内容に関すること 

ａ 当該施設における事業内容 
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ｂ 投資予定額及びその内容 

ｃ 地元企業との取引 

(ｲ) 雇用に関すること 

ａ 就業する従業員数及びその雇用形態 

ｂ 蒲郡市民の雇用者数及びその雇用形態 

(ｳ) 周辺環境への影響に関すること 

ａ 想定される交通量、騒音、振動、悪臭等 

ｂ 環境保全のための取組み（地域への貢献の取組みを含む） 

イ 事業主体に関する評価  ２０点 

ａ 現在の経営状況 

ｂ 今後の事業展望 

ウ 買受希望価格に関する評価  ３０点 

  最低価格の１．３倍以上の価格を提示した者は３０点 、それ以外の者は最低

売却価格と最低売却価格の１．３倍の価格との差で点数を按分します。  

以下のような内容に合致する場合は、上記評価基準とは別に加点を行います。 

エ その他特別加点  ２０点 

a 市内企業による買受   

b その他特筆すべき内容   

⑷ 提案の無効 

次のいずれかに該当する提案は、無効とします。 

ア 最低売却価格を下回る買受希望価格による提案 

イ 買受希望価格提案に所定の記名がない提案 

ウ その他買受希望価格に関する条件に違反した提案 

 

４  スケジュール 

予定日程 内  容 

令和７年７月２５日（金） 参加募集の公告（実施要領の配布開始） 

令和７年７月３１日（木）まで 質問書の受付 

令和７年８月４日（月）まで 質問書に対する回答 

令和７年７月２５日（金） 

～令和７年８月８日（金） 
参加表明書の提出 

令和７年８月１８日（月）まで 
提案書提出者の選定通知 

（参加表明結果の通知） 

令和７年８月１９日（火） 

～令和７年９月１７日（水） 
提案書の提出 

令和７年１０月９日（木） プレゼンテーション及びヒアリング 

令和７年１０月１７日（金）まで 特定結果通知（買受候補者の特定） 

特定結果通知日～土地売買契約締結日 契約内容等に関する調整 

令和７年１１月上旬 土地売買契約締結 
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令和７年１１月下旬 前払い金支払い 

令和７年１２月中旬 残金支払い、所有権移転登記、引渡し 

※日程は現時点での予定であり、変更となる場合があります。 

 

５ 参加表明から企画提案までの手順 

⑴ 実施要領の配布 

ア 配布期間 

令和７年７月２５日（金）から令和７年８月８日（金）まで 

イ 配布場所 

(ｱ) 蒲郡市役所 産業振興部 産業政策課 産業立地推進室 

開庁日の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

(ｲ) 蒲郡市ホームページ 

⑵ 参加表明書の提出 

参加を希望される方は、次に掲げる書類を整え、提出してください。 

ア 提出期限 

令和７年８月８日（金）午後４時必着 

イ 提出場所 

蒲郡市役所 産業振興部 産業政策課 産業立地推進室 

ウ 提出書類 

(ｱ) 参加表明書（様式１） 

(ｲ) 法人の登記事項証明書（発行から３か月以内のもの。） 

(ｳ) 納税証明書（発行から３か月以内のもの。） 

ａ 未納の国税がないことを示す証明書 

ｂ 未納の県税がないことを示す証明書 

ｃ 未納の市税がないことを示す証明書 

(ｴ) 誓約書（様式２） 

エ 提出方法 

持参又は電子メールとする。 

電子メールの場合は、担当部局に電話連絡の上、提出すること。 

オ 提案書提出者の選定通知（参加表明結果の通知） 

本要領に定めた要件を満たすかを確認し、要件を満たした者に対しては提案

書提出者として選定した旨を、要件を満たさなかった者に対しては提案書提出

者として選定しなかった旨を、令和７年８月１８日（月）までに確認結果通知

書を電子メールで通知します。 

カ その他 

(ｱ) 書類に虚偽の記載があった場合は、受付を取り消します。 

(ｲ) 書類提出後は、追加・修正を一切認めず、いかなる理由でも書類は返却し

ません。 
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(ｳ) 提出された書類は、蒲郡市情報公開条例（平成１０年蒲郡市条例第１号）

の規定により、公文書公開請求があったときには公開する場合があります。 

(ｴ) 参加申込みに際して取得する個人情報は、本契約関係事務のために収集す

るものであり、事務の目的外の利用・保有については、蒲郡市個人情報保護

条例（平成１０年蒲郡市条例第２号）により制限されます。 

(ｵ) 提案書提出者として選定した者の信用調査を実施します。信用調査業者か

ら書類提出の依頼があった場合には協力をお願いします。 

⑶ 参加表明に関する質問書の受付及び回答 

ア 質問書の受付期間 

令和７年７月２５日（金）正午から令和７年７月３１日（木）午後４時まで 

イ 質問書の受付方法 

質問書（様式３）により、蒲郡市産業振興部産業政策課産業立地推進室宛に

電子メールにて提出してください。なお、受信確認のため、送信後に産業政策

課産業立地推進室へ電話連絡をしてください。 

(ｱ) 送付先 電子メール ricchi@city.gamagori.lg.jp 

(ｲ) 連絡先 電話番号  ０５３３－６６－１２１１ 

ウ 質問に対する回答 

(ｱ) 質問に対する回答は、令和７年８月４日（月）までに、蒲郡市ホームペー

ジ（産業政策課サイト）内に掲載します。個別に回答は行いません。 

(ｲ) 回答の内容及びその他の内容修正は、本要領の追加・訂正として取り扱う

ものとします。 

(ｳ) 質問及び回答は、本要領に関するものとします。それ以外のものや、単な

る意見表明と解されるものには回答しません。 

⑷ 提案書の提出 

ア 提出書類（各７部（正本１部、副本６部）提出） 

以下の書類は、申請される事業者に係るものです。 

(ｱ) 提案書表紙（様式４） 

(ｲ) 提案書（任意様式） 

提案書は、事業内容について、３⑶の評価基準の順で作成すること。 

(ｳ) 価格調書（様式５） 

ａ 買受希望価格は、算用数字を使用し、金額の前に必ず「￥」を付けてくだ

さい。 

ｂ 金額を訂正した場合は、無効となります。 

(ｴ) 定款の写し 

(ｵ) 事業者の概要がわかるパンフレット等 

(ｶ) 直近３期分の財務諸表（貸借対照表、損益計算書及びキャッシュフロー計

算書） 

イ 提出期間 
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令和７年８月１９日（火）午前９時から令和７年９月１７日（水）午後４時

まで。ただし、土・日曜日及び祝日を除く 

ウ 提出場所 

蒲郡市役所 産業振興部 産業政策課 産業立地推進室 

※提出の有無に関するトラブルを防ぐため、直接ご持参ください。（郵送、Ｆ

ＡＸ、電子メールでの提出は、受け付けません。） 

エ 提案書提出にあたっての注意事項 

(ｱ) 書類に虚偽の記載があった場合は、受付を取り消します。 

(ｲ) 提案書の作成に要した費用は、全て提案書提出者の負担とします。 

(ｳ) 提出された書類は、蒲郡市情報公開条例の規定により、公文書公開請求が

あったときには公開する場合があります。 

(ｴ) 提案書の著作権は、提案書提出者に帰属します。また、提案書については、

買受候補者を特定するためのみに使用します。なお、いったん提出された提

案書は返却しません。 

(ｵ) 審査にあたり、外部信用調査機関の意見を参考とします。 

(ｶ) 提案書提出後の提案内容の変更は認めません。 

⑸ 提案書提出に関する質問 

ア 質問書の受付期間 

令和７年８月１９日（火）正午から令和７年８月２５日（月）午後４時まで 

イ 質問書の受付方法 

質問書（様式３）により、蒲郡市産業振興部産業政策課産業立地推進室宛に

電子メールにて提出してください。なお、受信確認のため、送信後に産業政策

課産業立地推進室へ電話連絡をしてください。 

(ｱ) 送付先 電子メール ricchi@city.gamagori.lg.jp 

(ｲ) 連絡先 電話番号  ０５３３－６６－１２１１ 

ウ 質問に対する回答 

(ｱ) 質問に対する回答は、令和７年８月２９日（金）までに、蒲郡市ホームペ

ージ（産業政策課サイト）内に掲載します。個別に回答は行いません。 

(ｲ) 回答の内容及びその他の内容修正は、本要領の追加・訂正として取り扱う

ものとします。 

(ｳ) 質問及び回答は、本要領に関するものとします。それ以外のものや、単な

る意見表明と解されるものには回答しません。 

⑹ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

ア 提案書を基に、プレゼンテーション及びヒアリングを令和７年１０月９日（木）

に実施します。時間及び場所については別途通知します。 

イ プレゼンテーション及びヒアリングは非公開で行います。時間は、提案書の

受付順に１者ずつの呼び込み方式とし、１者の持ち時間は説明２０分、質疑１

０分の計３０分とします。 
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ウ 説明時にディスプレイ及び HDMI ケーブルは市で準備しますが、パソコンそ

の他必要な機器があれば、提案書提出者で準備してください。ただし、機器接

続に要する時間も説明時間２０分に含みます。また、何らかの理由により機器

に接続できない場合は紙資料等で説明してください。 

⑺ 特定結果の公表（買受候補者の特定） 

特定結果については、令和７年１０月１７日（金）までに、全ての提案書提出

者に電子メールで通知します。なお、特定結果に対する質疑や異議には、一切応

じません。また、結果は売買契約の締結後に、蒲郡市ホームページにて公表しま

す。 

⑻ 辞退について 

参加表明書を提出した後、買受候補者特定までの期間に、辞退する場合は、辞

退届（様式６）を提出してください。 

 

６ 買受候補者との協議及び買受事業者との契約の締結 

⑴ 買受候補者との協議 

本市と買受候補者が協議し、提案内容や契約内容に関する調整を行ったうえで、

当該売却物件の買受事業者として内定します。 

また、買受候補者との協議の結果、売買契約を締結しないこととなった場合に

は、選定委員会による評価において、選定基準点以上であった提案書提出者の中

から、順位が高かった順に協議を行うこととします。 

⑵ 契約 

買受事業者として内定した者と、令和７年１１月上旬を目途に売買契約を締結

します。契約に係る一切の費用は、買受事業者の負担とします。  

 

７ 売買代金の支払い、土地の引渡し及び所有権移転登記 

⑴ 前払い金の支払い 

ア 売買契約締結後、指定期日（令和７年１１月下旬を予定）までに、前払い金

として売買代金の２０％に相当する額（十万円未満の端数は切捨て）を納入し

ていただきます。 

イ 前払い金の放棄による契約解除はできません。 

⑵ 売買代金の支払い 

前払い金を除く売買代金は、指定期日（令和７年１２月頃を予定）までに納入

していただきます。 

⑶ 土地の引渡し 

本件土地は、現況引渡しとします。 

⑷ 所有権移転登記 

所有権移転登記は、売買代金完納後に蒲郡市が行います。所有権移転登記に要

する費用は、買受事業者の負担とします。  
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８ 契約不適合責任 

蒲郡市は本物件について、引渡し後２年間、契約不適合責任を負うものとします。 

 

９ その他の留意事項 

⑴ 現地説明会は実施しませんので、売却物件案内書等により確認をしてください。 

⑵ 土地の引渡し後３年を経過する日までに、提案の土地利用を開始してください。

また、引渡しの日から継続して１０年間、提案の土地利用をしてください。ただ

し、買受事業者が出資した関連企業による操業又は事業承継も可とします。 

⑶ 土地の引渡し後の土地利用に当たっては、関係法令や条例、提案内容等を遵守

してください。 

⑷ 建築物の建設にあたっては、計画内容等の地元説明、近隣住民との協議を、自

らの責任及び負担で行ってください。 

⑸ 提案事業の実施にあたって、開発許可申請の手続きによる変更等、止むを得な

い事情により、提案内容を変更する場合には、事前に文書により市に申請し、承

認を得ることとします。ただし、本事業の趣旨に反する変更は認めません。 

⑹ 供給処理施設の引込等については、十分協議を行うとともに、必要な申請、費

用負担及び工事等は事業者の自らの負担で行ってください。 

⑺ 当該土地には通常の騒音、振動規制等のほか、以下のような利用制限がありま

すので、ご留意ください。 

ア 東三河都市計画柏原工業用地地区計画 

道路や緑地等の地区施設が位置付けられているほか、建築物等の用途の制限

や壁面の位置の制限があります。予定する建築物の建設可否、予定する事業の

操業可否については、「東三河都市計画柏原工業用地地区計画」を確認してくだ

さい。 

イ 開発許可上の緩衝帯 

開発許可上、緩衝帯に位置付けられている部分については、建物の建設はで

きません。 

ウ 自然環境の保全及び緑化の推進に関する条例に基づく緑地等 

区画内の緑地は上記条例に基づく緑地として届出がしてあります。 

エ 蒲郡市景観計画に基づく届出 

一定規模の建築物や工作物を対象に形態意匠などの景観形成基準に関する届

出が必要となります。 

⑻ 本要項に定めのない事項は、地方自治法、同施行令及び本市契約規則等の関係

諸法令に定めるところにより処理します。 

⑼ その他、土地売買契約書（案）もご精読ください。 

 

１０ 優遇制度 

売却対象物件において立地する際に活用できる可能性のある優遇制度は、次のと
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おりです。各種要件や手続き等、詳細は各担当窓口にお尋ねください。 

⑴ 産業立地促進税制 

家屋及び家屋の敷地となる土地の不動産取得税について、中小企業は４分の３、

大企業は２分の１を軽減します。 

ア 詳細はこちら 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/ricchitsusho/yuuguu-ken.html 

イ 担当窓口 

愛知県 産業労働部産業立地通商課 立地推進グループ 

電話番号 ０５２－９５４－６３７２ 

⑵ 地方拠点強化税制 

本社機能を移転又は拡充する場合、設備投資や従業員の雇用に応じて法人税を

軽減します。 

ア 詳細はこちら 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/ricchitsusho/kyotenzei.html 

イ 担当窓口 

愛知県 産業労働部産業立地通商課 立地指導・調整グループ 

電話番号 ０５２－９５４－６１００ 

⑶ 愛知県２１世紀高度先端産業立地補助金 

高度先端産業の製造業にかかる工場を新増設した場合に、工場建設費・設備購

入費について、中堅・中小企業は１０％以内、大企業は８％以内を補助します。 

ア 詳細はこちら 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/ricchitsusho/yuuguu-ken.html 

イ 担当窓口 

愛知県 産業労働部産業立地通商課 立地推進グループ 

電話番号 ０５２－９５４－６３７２ 

⑷ 愛知県新あいち創造産業立地補助金（Ｂタイプ） 

サプライチェーンの中核をなす分野の製造業にかかる工場を新増設した場合に、

工場建設費・設備購入費について、中堅・中小企業は１０％以内、大企業は８％

以内を補助します。 

ア 詳細はこちら 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/ricchitsusho/yuuguu-ken.html 

イ 担当窓口 

愛知県 産業労働部産業立地通商課 立地推進グループ 

電話番号 ０５２－９５４－６３７２ 

⑸ 蒲郡市企業再投資促進補助金 

蒲郡市内で長年工場等を営む事業者が製造業にかかる工場等を新増設した場合

に、工場建設費・設備購入費について、中堅・中小企業は１０％以内、大企業は

８％以内を補助します。 
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ア 詳細はこちら 

https://www.city.gamagori.lg.jp/unit/sangyo/saitoushi2.html 

イ 担当窓口 

蒲郡市 産業振興部 産業政策課 産業立地推進室 

電話番号 ０５３３－６６－１２１１ 

 ⑹ 蒲郡市企業立地促進補助金 

蒲郡市内で事業者が製造業にかかる工場等を新増設した場合に、工場建設費・

設備購入費について、５％以内を補助します。 

ア 詳細はこちら 

https://www.city.gamagori.lg.jp/unit/sangyo/sokushin.html 

イ 担当窓口 

蒲郡市 産業振興部 産業政策課 産業立地推進室 

電話番号 ０５３３－６６－１２１１ 
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【売却物件案内書】 

 

１ 売却物件  

所在 地番 地目 地積（㎡） 

蒲郡市柏原町堂山 ４３番５ 宅地 2,494.49 

 

２ 区域指定等 

区域区分 市街化調整区域 

建ぺい率 ６０％ 容 積 率 ２００％ 

地区計画 

東三河都市計画柏原工業用地地区計画 

・建築物等の用途の制限 

・壁面の位置の制限 

・地区施設（道路・緑地・調整池）の配置の制限 

そ の 他 

・工場適地 

・産業立地促進税制対象区域 

・地方拠点強化税制対象区域 

 

３ 接道状況 

区 画 Ｃ 
市道堂山堀切１号線に接道（乗入口あり） 

幅員９ｍ（車道：片側１車線、幅員６．５ｍ、歩道幅員２．５ｍ） 

 

４ 供給施設の状況 

電  気 前面道路に配線（引込箇所や電圧は電気事業者と協議） 

上 水 道 前面道路に配管（φ１５０ｍｍ）（引込については蒲郡市と協議） 

工業用水 なし 

下 水 道 なし（浄化槽処理等で基準値以下にして排水） 

都市ガス なし 

通  信 前面道路に配線（引込箇所は通信事業者と協議） 
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５ 交通機関 

高速道路 
東名高速道路 音羽蒲郡ＩＣ 約９．８ｋｍ 

新東名高速道路 岡崎東ＩＣ 約１５ｋｍ 

自 動 車 

専用道路 
国道２３号蒲郡バイパス 蒲郡西ＩＣ 隣接 

鉄  道 
ＪＲ東海道本線・名鉄蒲郡線 蒲郡駅 約３．６ｋｍ 

（名古屋駅から約４０分） 

港  湾 三河港蒲郡地区 約４．７ｋｍ 

くるりんバス 本件土地の周囲を令和７年１０月より通行予定 

 

６ 公共施設 

市 役 所 
蒲郡市役所 

約２．７ｋｍ 
保 育 園 

蒲郡市立西部保育園 

約２．１ｋｍ 

警 察 署 
蒲郡警察署 

約２．３ｋｍ 
小 学 校 

蒲郡市立塩津小学校 

約２．５ｋｍ 

消 防 署 
蒲郡市消防署 

約３．４ｋｍ 
中 学 校 

蒲郡市立塩津中学校 

約２．３ｋｍ 

 

７ その他 

・売却物件の履歴を調査した結果、過去の利用形態は宅地及び農地（露地・ハウ

ス）であり、有害物質を取り扱う工場として利用された状況はありませんでし

た。 

・土壌汚染調査を実施しましたが、有害物質は検出されませんでした。また、造成

工事に際して地区外から土砂の搬入はありません。 

・埋蔵文化財包蔵地には該当していません。 

・造成工事の設計時に実施した地質調査の結果は、希望に応じて閲覧に供します。 

・本件土地は、蒲郡市危機管理課が発行する、洪水・土砂災害ハザードマップの土

砂災害警戒区域（土石流）に指定されています。 

・売却物件敷地内に雨水排水用の側溝が敷設してあります。 

 


